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平成28年度「経営力向上・IT基盤整備支援事業」

次世代企業間データ連携調査事業 中間報告サマリー 平成29年5月29日

本事業のここまでの取り組みから、EDIの普及に向けた7つの自走化サービスモデルの仮説と、EDIの普及により中小企業の生産性が6.7%向上する試算結果を導いている。

今後、本事業においてサービスモデル毎に普及計画の具体化を行うとともに、金融EDI等との連携による受発注EDIの高付加価値化に向けた取り組みについても検討を行う。

課題解決の基本的な考え方本事業の背景 事業実施体制

実証検証における開発要件

自走化に向けた普及サービスモデルの仮説検討 次のステップで取り組むべき事項の検討期待効果の試算

関連ツールの整備 EDI普及に向けた技術検討

事業全体スケジュール

※ 平成26年中小企業実態基本調査 １社当たり平均年間付加価値額：3,021万円

※ 平成26年経済センサス-基礎調査 １社当たり平均従業者数：8.8人

業務効率化率 6.3％

付加価値額増加率 6.7％

期待効果額 2.0百万円／年

人手不足の解消 0.6人

国内の中小企業1社当たりの平均期待効果（試算結果）

EDI導入による国内中小企業の期待効果は 平均付加価値額
3,021万円/社が6.7%増加と試算できた。これは8.8人/
社規模の企業における0.6人の人手不足解消にあたる。

実証PJの取り組みから、自走化に向けた7つのサービスモ
デルの仮説を立てた。今後、各モデルに対応する実証PJを
交え、サービスモデルの具体化・普及計画の立案を行なう。

必要な取り組みの全体像

企業間データ連携の次のステップとして、金融EDIと連
携して受発注から決済までストレートに「つながる」こ
とが期待され、国連CEFACTに準拠した実証検証が有効。

我が国では、生産年齢人口減少に伴う「人材不足」の不
安が中小企業で年々高まり、生産性向上が不可欠である。

一方受発注のIT化が進まず、その阻害要因となっている。

受発注の生産性向上のため、既存EDIの課題である「業種
の垣根」を越える必要がある。そこで、国連CEFACT標準
に基づくデータ連携基盤を構築し、その解決を図る。

中小企業庁

実証PJ部会 技術部会

業種の垣根を越えたデータ連携システム整備委員会：全体検討

開発委託先実証PJ管理法人(12法人)

ITコーディネータ協会（支援：NTTデータ経営研究所）：全体事務局

通信規格分科会

汎用PKG開発ベンダ

実証PJ審査会

参照資料

実装仕様

メッセージ仕様

①中小企業共通EDI仕様 v3.1 解説書
②中小企業共通EDIメッセージガイドライン
③中小企業共通EDI実装ガイドライン

メッセージ仕様は①、②に基づく。
新しい業種メッセージの提案があった場合は、
国連CEFACT日本委員会SIPS経由で国際標準化
を検討。

実装仕様は③に基づく。
データ連携プロバイダ、オンプレミス業務アプ
リケーション、クラウド業務アプリケーション
について記載。

共通EDI仕様を構成する各種文書、メッセージ辞書、
コード表およびXMLスキーマ情報を管理することを
目的とし、業界横断データ辞書項目に基づく業務ド
メイン毎の共通EDIメッセージの定義・作成を支援
する機能を提供。

各実証プロジェクトが共通EDI連携アプリケーショ
ンを開発して実証検証を実施するに先立ち、開発ア
プリケーションの連携機能確認のためのテスト環境
を提供。
また、共通EDIエンジン機能を切り出してパッケー
ジ化し、利用を希望する実証PJのITベンダーへ提供。

参加企業の業種・規模別に整理、必要な係数にて補正
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次のステップで取り組むべき金融EDI連携に関する実証の範囲

受発注から決済に至るまでの情報が
ストレートスルーに連携される仕組みの検討・検証

第1章 事業の背景と目的 第2章 事業の構成と内容

第4章 実証プロジェクトの内容第3章 データ連携仕様等の検討

第6章 今後の展開と課題第5章 期待効果とサービスモデルの検討
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各実証PJにおける業務効率化の期待効果の情報を収集
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中小企業の経営上の今後の不安要素
（人材の不足、育成難）

出所：日本政策金融公庫「2016年の中小企業の景況見通し」再編加工

https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/c3_1511.pdf
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中小企業の企業規模別
EDI等のITツール利用状況(2015年)

出所：公益財団法人 全国中小企業取引振興協会 2016年7月

「規模別・業種別の中小企業の経営課題に関する調査（要旨）」
http://www.zenkyo.or.jp/it/pdf/houkoku_h27.pdf

実証プロジェクトと実施内容

実証PJ審査会による厳正な書面・ヒアリング審査を経て、12のコンソーシアムによる実証PJを採択した。これらPJは6つの業界
と5つの地域からなり、商流以外に金融やIoTと連携した取り組みがある等、その多様性から実証検証の価値を高めている。

# 実証PJ名【カッコ内は通称】 管理法人名 特徴

1
農林水産業界（鮮魚）におけ
る日本とｲﾝﾄﾞﾈｼｱ間の共通EDI
連携【水産】

株式会社
ｱｸﾛｽｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ

 農林水産業界での取組
 物流のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨと連携する取組

2
北海道の中小企業における次
世代共通EDI連携【北海道】

株式会社
ｲｰｸﾗﾌﾄﾏﾝ

 北海道地域での取組

3
大阪発の中小製造業における
ﾋﾞｼﾞﾈｽ情報共通EDI連携
【大阪】

株式会社ｴｸｽ
 大阪発の取組
 AIを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ機能、

生産管理情報と連携する取組

4
貿易手続に係る輸出業界の共
通EDI連携【貿易】

株式会社
NTTﾃﾞｰﾀ

 輸出業界での取組
 物流のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨと連携する取組
 金融EDIと連携する取組

5
業務品の卸・小売業界におけ
る共通EDI連携【業務品】

花王株式会社  卸・小売業界での取組

6
豊田商工会議所における
商工会議所ﾓﾃﾞﾙ共通EDI連携
【豊田】

小島ﾌﾟﾚｽ工業
株式会社

 豊田地域での取組
 金融EDIと連携する取組
 IoTﾂｰﾙと連携する取組

# 実証PJ名【カッコ内は通称】 管理法人名 特徴

7
碧南商工会議所における中小
企業共通EDI連携【碧南】

株式会社
ｻﾝｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ

 碧南地域での取組
 海外工場の生産管理情報とﾘｱﾙﾀｲ

ﾑに連携する取組

8
中小ｻｰﾋﾞｽ業界におけるｸﾗｳﾄﾞ
型共通EDI連携【ｻｰﾋﾞｽ業】

株式会社
ｽﾏｲﾙﾜｰｸｽ

 中小ｻｰﾋﾞｽ業界での取組
 金融EDIと連携する取組

9
自動車業界における共通EDI
連携【自動車】

ﾄﾋﾟｯｸｽ
株式会社

 自動車業界での取組
 ｶﾝﾊﾞﾝ方式による生産管理情報と

連携する取組

10
多摩地域活性化のためのﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ情報共通EDI連携【多摩】

武州工業
株式会社

 多摩地域での取組
 ﾌｧｲﾅﾝｽと連携する取組

11
水ｲﾝﾌﾗ業界における共通EDI
連携【水ｲﾝﾌﾗ】

ﾒﾀｳｫｰﾀｰ
株式会社

 水ｲﾝﾌﾗ業界での取組

12
静岡発ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞﾁｪｰﾝにおけ
る共通EDI連携【静岡】

矢崎部品
株式会社

 静岡地域での取組
 設計・開発情報と連携する取組

実証PJは「中小企業を含む発注企業・受注企業」「データ連携プロバイダ」
「業務アプリベンダー」等から構成されるコンソーシアムを単位とし実証に臨む

本事業の効果を高めるため、メッセー
ジ作成支援、実装支援の2つのツール
について、仕様策定・開発を行なった。

当事業では、効果測定・普及モデル確立のため多様な実証
PJを公募・採択した。各界識者を集めた整備委員会、およ
び専門的な各部会を設置し、実証検証を元に検討を進める。

2017年4～12月に、各実証PJの実証検証、並びに実証PJ
間の連携実証を行い、2018年3月に最終報告をまとめる。

本中間報告は、5/29第3回整備委員会にて報告された。
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企業間データ連携の標準化を見据えて、
国連CEFACT準拠のメッセージ仕様な
どを開発の要件として示した。

今後のEDI普及課題を見据え、実証PJを
元に大企業の既存システム等との接続
や金融等EDI拡張の技術検討を行なう。

本事業から、EDI普及に一定の目処は立つが、今後更に企
業の生産性を高めるためには、大企業の既存システム等
との接続や金融EDI連携等の実現に取り組む必要がある。

実証PJの取り組みを元に4接続形態に分類し技術検討。

中小企業共通EDI直結 既存EDI－ASP経由

購買取引

販売取引

11.水ｲﾝﾌﾗ

12.静岡

商流連携以外の実証PJの取り組みを元に技術検討。
A)金融分野への連携拡張

i. 入金消込問題の解消

ii. POファイナンスの実現検討

B)IoT分野への連携拡張
i. 「生産情報」「検査結果情報」等

ii. 「工程管理情報」「在庫情報」等

大企業の既存システム等との接続

データ連携対象の拡張

12.静岡

6.豊田

9.自動車

5.業務品

8.ｻｰﾋﾞｽ業

10.多摩

6.豊田

10.多摩


